













































策の実施過程を、その前半期（1947年 4 月頃からDRBが審査に入る1948年 8 月頃まで）を中心に
解明した。三和は、GHQの経済科学局（Economic and Scientific Section. 以下、ESSと略称）にあっ
て、集排政策を管轄した反トラスト・カルテル課（Antitrust and Cartels Division. 以下、ESS反トラ
スト課と略称）が、集排政策に消極的となった米国政府やESS上層部、それにDRBの関与・圧力
3   占領・復興期に関する研究動向において、この集排政策の緩和は1948年に明確になる米国政府による対
日占領政策の大きな転換と関連づけて言及されることが多い。例えば、次を参照。大蔵省財政史室編、
秦郁彦執筆、『昭和財政史‐終戦から講和まで』第 3 巻「アメリカの対日占領政策」東洋経済新報社、

























































7   集排政策の実施過程に関する歴史的実証研究の通説を成している三和良一の研究（大蔵省財政史室編、
三和良一執筆、前掲書）が、この点を十分に明らかにしていない理由の 1 つは、ESS反トラスト課再編
成係長であったH・シャイアーが執筆した活動記録（Herbert H. Scheier, “Brief History of the Reorganization 
Branch of the Antitrust and Cartels Division (now Fair Trade Practices Division) Economic and Scientific Section 
GHQ-SCAP,” October 1949, ESS(E)14043-14046。注14を参照）に大きく負っているためであると考えられ
る。実際、三和の前掲書で集排政策を扱っている第 4章の第 2 節と第 3 節の「注」の合計189点の内32点
で、シャイアーのその記録に言及している。そしてシャイアーの記録では、ESS反トラスト課が主導でき
なかった66社の事案の審査過程に関しては、十分な記載がされていないからである。
8   大畑貴裕『GHQの占領政策と経済復興‐再興する日本綿紡績業』京都大学学術出版会、2012年、第 4章。
9   三和良一はDRBが持株会社整理委員会やGHQ関係部署の「意見も聴取して判定資料としていた」と指摘
している。ただし、それらの見解の具体例を 4 事案分、紹介していることにとどまっている。大蔵省財




































11 ハードレー、前掲書、pp. 208-209。引用個所はp. 209。






































16  ウェルシュは、1947年 3 月29日付でESS反トラスト課長に着任した。大畑貴裕、前掲書、2012年、p. 188。
17  2 大商事会社の解体とESS反トラスト課の方針転換に関しては、次を参照。セオドア・コーヘン著、大前
正臣訳『日本占領革命‐GHQからの証言（下）』TBSブリタニカ、1983年、p. 213。


















　DRBは 5 人の委員で構成されており25、委員は初代委員長R・キャンベル（Roy S. Campbell）
（58歳。年齢は1948年 2 月から 4月頃、以下同様）、J・ロビンソン（Joseph V. Robinson）（58歳）、





















命じられたのは 9 社であるが、電力10社の中で、日本発送電が 9 つに企業分割されて他の 9 社の配電会
社と合併し電力 9 社に再編成されたことを考慮すると、集排法に関連して企業分割された企業数は10社
となる。
24 SCAP to DA, Z36542, 26 January 1948, ESS(D)12994。
25  本文以下、委員の経歴に関しては、CDCAD to SCAP, W98275, 25 March 1948, ESS(D)12983 ; ESS, “Radio 
W-98725, Attached,” ESS(D)12983 ; “Byron D. Woodside,” ESS(D)12984 ; Hutchinson to Marquat, 29 April 1949, 
ESS(E)13593 ; CSCSD to SCAP, W96052, 18 February 1948, AG(D)01100 ; 大蔵省財政史室編、三和良一執筆、
前掲書、p. 570。




























り入れられた。さらにFEC230文書はその第 2 条で、大まかながら次の 6 つの場合は過度経済力
27 MacArthur to Robinson, 6 August 1949, ESS(E)13593。
28  1947年 3 月25日にSWNCCの承認を受けた。以下、SWNCC302系列文書は次を参照。National Security 
Policy of the United States, basic documents, State-War-Navy Coordinating Committee Policy Files, 1944-1947, 
Scholarly Resources Inc., 1977, Reel 27。
29 当文書の非軍事化政策上での位置づけは、三和良一、前掲書、第 4章を参照。
30  SWNCC302/1文書の本論を補強する「付論B」（Appendix “B”）の中では、securityがいわばキーワードの
ように計11回も使用されている。










































33  “Johnston Report,” 26 April 1948, ESS(C)00115。本文以下の引用個所はpp. 12-13。翻訳には、『朝日経済年史』
（昭和二十三年版）朝日新聞社、1948年のpp. 218-231も参照した。
34  また若干時期は下るが国務省高官の一部は、他に再編成が必要な企業として三菱重工業も認識していた
（P. Nitze to C. Saltzman, 30 September 1948, Foreign Relations of the United States 1948（以下、FRUS 1948と略































35  LeCount to Marquat, “Conference with members of “Noce Mission” on deconcentration,” 28 April 1948, ESS(C)00135。




38 Royall to MacArthur, W80378, 26 April 1948, ESS(E)13591。
39 Royall to MacArthur, W80610, 29 April 1948, AG(A)03459。


























41 Royall to MacArthur, W80378, op. cit.
42 Draper to MacArthur, WAR87343, 12 April 1948, MacArthur Papers, MMA-13, Roll No. 184。
43 SCAP to DA, C62994, 14 August 1948, ESS(D)12994。
44  恐らくこれに対応してESS局長マーカットは、DRBへ報告書の提出を口頭指示し、DRBは 8 月19日
付で 1 枚少しの短い報告書を提出した。Campbell to Marquat, “Re Request for Brief Report on Activities of 





45 Draper to MacArthur, WAR91353, 23 October 1948, MacArthur Papers, MMA-13, Roll NO. 184。
46  ESS局長マーカットから報告書作成が要請されている。Campbell to Marquat, “Report on the Activities of the 
Deconcentration Review Board”, 30 October 1948, ESS(D)13007。これの添書きを参照。
47 Campbell to Marquat, “Availability of Mr. Walter R. Hutchinson for Assignment,” 4 November 1948, ESS(E)13594。
48 SCAP to DA, C65098, 3 November 1948, ESS(D)13017。





























51 Saltzman to Draper, 3 December 1948, RRUS 1948, Vol.Ⅵ , pp.1054-1055。
52  Ibid., pp. 1056-59。FEC230文書に関して極東委員会では、米国に続き1949年 5 月に英国が支持を撤回した
が、中国、フランス、オランダは支持を表明、他加盟国は態度保留のまま推移した。A. E. Rice, “Excessive 
Concentrations of Economic Power in Japan,” 2 December 1949, FEC(A)0216。
53 DA to SCAP, W81637, 23 December 1948, ESS(D)12993。
54 SCAP to DA, C66735, 31 December 1948, ESS(D)13017。
55  SCAP to DA, Z37825, 27 January 1949, ESS(D)13017; ESS to The Adjutant General, DA, “Copies of Report on the 
Activities of the Deconcentration Review Board,” 19 April 1949, ESS(E)13595 ; ESS to The Adjutant General, DA, 
“Final Report,” 20 August 1949, FOA01285。
56  Draper to MacArthur, W82969, 19 January 1949, ESS(D)13017 ; SCAP to DA, C67248, 21 January 1949, 
ESS(D)13017 ; DA to SCAP, W83957, 10 February 1949, ESS(D)13017。
57 Hutchinson to Campbell, 28 December 1948, ESS(D)13009。
58  “Minutes,” MacArthur Papers, MMA-3, Roll No. 17; “Deconcentration Review Board Log Book”, MMA-3, Roll 
No. 18（以下、各々、”Minutes”、”Log Book” と略称）。前者は会合録であり、後者は、DRBの1948年12月






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　DRBの審査の実態を、表 1 をもとに検討しよう。DRBは1948年 6 月 1 日から1949年 7 月14日
までに、基本的に委員だけからなる公式会合を全69回開催しており、そこで審査を行い勧告案の
59  DRBは1949年 2 月 2 日には来日中の陸軍長官ロイヤルと会合を持って活動状況の報告を行い、同月14






62  “Appendix to the Minutes of the 138th meeting of Committee No.2 : Economic and Financial Affairs held on 19 












DRBを中心にしたこれらの諸主体の動向について、この表 1 をもとにして次の 3 点を明らかに
することができる。
（1）ESS反トラスト課が作成した指令案は、日本電気、日本石油、帝国石油、東京瓦斯、大阪瓦


























を参照。Hutchinson to DA Officials, “Report and Summary of the Activities of the Deconcentration Review Board 





































































当該 2 社だけが制作・配給・興行 3 部門を所有。
従って、より競争的な状態にするために、指令案





炭の出る九州と北海道の主要炭鉱は他 2 社との 3
社で占有。鉱物資源支配は財閥の他産業参入の手
段だった。従って、指令案の 3 社分割（炭鉱 2
社、金属 1社）に賛成する。
表 2　集中排除審査委員会の勧告に添付された少数者見解
資料：MacArthur Papers, MMA-3､Roll No. 16; ESS(E)13588､13589。















う。 2 人はマッカーサーへの勧告の内の 9 件に、表 2 のような「少数者見解」（Minority Report）
を付記した70。9 件の内、2件については、ウッドサイトのみの責任で作成されたものであるから、


















69  DRB内部の対立に関しては、マッカーサーとESS局長マーカットも ”split decisions” が行われているとし




ニュース特別16号」（事務連絡第264号）1973年 8 月16日、p. 7。
70  元々、少数者見解を要望したのはマッカーサーであった。彼は、もしも全員一致の決定が行われなけれ
ば、その少数者の意見も提出してほしい旨をDRBへ伝えていた。MacArthur to Robinson, 6 August 1949, 


































0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（There is not, in my 










（ロビンソンは指定解除に票を入れていた）、ロビンソンは会議録に彼の「付記」（Remarks for the 
72 Woodside, “Memo for File,” 28 October 1948, ESS(D)13033。
73 野田岩次郎『財閥解体私記』日本経済新聞社、1983年、p. 185。























































































































































業分割は 4 社の事案にしか勧告していなかったから（表 1）、一層の企業分割の積み増しの容認
と解釈されたであろう89。
　審査過程において推進派と緩和派との間に交わされた議論の詳細は、残されているDRBの会












86 ”Minutes” ; ”Log Book” 。
87  Hutchinson to Campbell, 28 December 1948, ESS(D)13009。ハッチンソンはキャンベル宛のこの書簡の中で、
ドレイパーやその他の陸軍省官僚との会合に関して、「今の時点で私は、我々の進行具合の報告の受け止


































89  なお、対立の表面化が1949年 3 月18日以降に急に生じたことの背景には、表 1のESS反トラスト課の各指
令案の提出日付と委員会の各勧告案の採決日付との順序が強く相関していない点から見て、意見の相違
が見込まれた案件の採決が、ハッチンソン復帰頃まで、延期されていた可能性もある。
90 SCAP to DA, Z11799, 30 May 1949, MacArthur Papers, MMA-13, Roll No. 184。
91 ”Log Book”。
92 SCAP to DA, Z11799, op. cit.
93  Campbell to MacArthur, 16 May 1949, MacArthur Papers, MMA-3, Roll No. 11 ; Woodside to MacArthur, 20 June 
1949, MacArthur Papers, MMA-3, Roll No. 55。
94 ”Minutes”。














































99  GHQ内部で使用された次の電話帳を参照。国会図書館憲政資料室所蔵の ”Tokyo and Vicinity Telephone 
Directory” のDRB活動期間中に発刊された1948年 7 月 1 日付、10月 1 日付、1949年 4 月 1 日付、7月 1日付。
100  なお対照的にESS反トラスト課は、少なくとも1949年 4 月 1 日まではDRBと同じ服部ビルディング 5 階
















DRBに全く影響力を及ぼせなかったわけではないと考えられる。実際、この 9社中 5 社（東宝、
松竹、三井鉱山、三菱鉱業、井華鉱業）の事案では、井華鉱業を除く 4社でDRBの勧告は、ESS
反トラスト課の指令案と比べて企業分割以外の処置へ切り替わったり分割数が減ったりした点
で緩和されている（表 1 よりこの 5 社の事案ではDRB内で意見対立が存在していたことが分か
る）104。また 9 社中残り 4 社（大建産業、三菱重工業、東洋製缶、帝国繊維）は、DRBの採決で
反対票なしで分割が可決されたものの、帝国繊維を除く 3社で指令案よりも分割数が減った点で




















104  精華鉱業の指令案と勧告は、同じ 2 社分割指令ながら内容が異なる。指令案は鉱山部門と金属精錬部門
を分離せずに、地理上で 2 社に分割するものであった。他方、勧告は経営に支障をきたさない様に検討
の上、両部門の分離による 2 社分割を指示しており（“The Board's Recommendation in the Matter of Seika 
Kabushiki Kaisha (Seika Mining Co., Ltd.), HCLC No.200,” 15 June 1949, “Minutes”)、日本側の事情に通じた
GHQ関係部署の見解が影響した可能性がある。
105 ”Minutes”。
106 Textile Division, Chief to Robinson, 10 June 1949, ESS(D)13010。
－ 68 －
表 3　DRBの審査後の日本側による集排政策の執行
資料：”Minutes,” MacArthur Papers, MMA-3, Roll No. 16; 持株会社整理委員会調査部第 2課編『日本財閥とその解体』持株会社整理 委員会、1951年、pp. 346-428; 『公正取引委員会年次報告』昭和24年度－昭和29年度。
表 注：＊ 1：電力10社の事案は、「電気事業再編成令」の実施に伴い、集排法第20条の規定により公益事業委員会が51年 1 月 8 日 付でHCLCから委任され10社の再編成計画を「承認または作成した」（『公正取引委員会年次報告』昭和26年度、p. 32）。＊ 2：集排
法第26条及び他 2法令により、50年 4 月 1 日以降逐次、HCLCと公益事業委員会の職権及び正式書類その他の書類の移管を受けた、 その年月日を示す。＊ 3集排法の手続規則第51条により、公取は決定指令の実施状況を監視しその実施が完了したと認める時、終
結指令を通達したが、その年月日。＊ 4：公取の通常の調査・監視活動として、終結指令が出るまで指定企業は実施状況につき 毎月報告書を提出しなければならなかった（集排法の手続規則第50条）。＊ 5：公取移管前に、HCLCにより終結指令が出された。
＊ 6：東京芝浦と日立だけ、公取移管後、集排法の手続規則第 7 条・第 8 条の適用を受け、「財産処分」等の際に一々公取の許 可が必要であったが、51年 4 月に廃止（同上書、昭和27年度、p. 43。しかし他の形式の「財産処分」規制があったようであり、こ
れは電力10社にも適用されていた。前掲書、昭和28年度、p. 99）。




A．集中排除審査委員会 B．HCLCと公益事業委員会＊1 C．集排指定企業 D．公正取引委員会
勧告の結論 集排法に基づく決定指令の結論 通達日 決定指令に対する各社の対応 公取移管＊2 終結指令＊3 各社への特別な対応＊4
1 日本化薬 他社株譲渡 他社株譲渡。公取の監視要 49/6/4 3 銘柄株式譲渡 50/4/11 49/12/28＊5
2 松竹 独占的慣行の除去を公取が実施 他社株譲渡。公取の監視要 49/8/28 11銘柄株式譲渡 50/4/11 50/3/15＊5
3 東宝 独占的慣行の除去を公取が実施 他社株譲渡。公取の監視要 49/8/28 1 銘柄株式譲渡、他 2銘柄の株式清算 50/4/11 50/3/30＊5
4 東洋製缶 2社分割 2社分割 49/7/8 東洋製缶存続し、北海製缶を分離設立 50/4/11 50/3/30＊5 52年まで再編成後の状況調査
5 王子製紙 3社分割 3社分割 49/1/7 解散。苫小牧・十条・本州製紙の 3社設立 50/4/11 50/7/31 52年まで再編成後の状況調査
6 帝国石油 他社株・一部鉱区譲渡。 他社株譲渡、一部鉱区等譲渡。公取の監視要 49/4/15 17銘柄株式譲渡、一部の採掘区・試掘区譲渡 50/4/11 50/8/21
7 井華鉱業 石炭部門と金属部門とに 2分割 石炭部門と金属部門とに 2分割 49/8/3 井華鉱業（存続）、別子鉱業、別子百貨店、別子建設の 4社に分れる 50/4/11 51/3/10
8 大日本麦酒 2社分割 2社分割 49/1/7 解散。日本麦酒と朝日麦酒の 2社設立 50/4/11 51/3/10 52年まで再編成後の状況調査
9 三菱鉱業 石炭部門と金属部門とに 2分割 石炭部門と金属部門とに 2分割 49/8/28 三菱鉱業存続し、太平鉱業を分離設立 50/4/11 51/3/10
10 三井鉱山 石炭部門と金属部門とに 2分割 石炭部門と金属部門とに 2分割 49/8/28 三井鉱山存続し、神岡鉱業を分離設立 50/4/30 51/4/5
11 北海道酪農協同 3社か 5社かに分割 存続し、分離企業を 1社設立することと資産譲渡 50/1/20 北海道酪農協同が存続し、雪印乳業を分離設立 50/6/30 51/6/27
12 大建産業 繊維部門と商事部門とに 2分割 繊維部門と商事部門とに 2分割 49/4/15 解散。呉羽紡績、伊藤忠、丸紅、尼崎製釘所の 4社設立 50/4/11 51/6/27
13 日本通運 国鉄・私鉄付属の資産の譲渡等 国鉄・私鉄付属の資産の譲渡等 50/1/20 国鉄・私鉄付属の資産の譲渡、111銘柄株式譲渡、船72隻譲渡 50/4/30 51/6/27 50～53年まで調査継続
14 日本製鉄 2社分割 2社分割 48/12/27 解散。八幡・富士製鉄、播磨耐火煉瓦、日鉄汽船の 4社設立 50/4/10 51/7/12
15 帝国繊維 麻 2社、化繊 1社の計 3社に分割 麻 2社、化繊 1社の計 3社に分割 50/1/20 解散。帝国製麻、中央繊維、東邦レーヨンの 3社設立 50/7/30 51/7/12
16 三菱重工業 3社分割 3社分割 49/6/4 解散。東日本・中日本・西日本重工業の 3社設立 50/4/11 52/7/23 52年まで再編成後の状況調査
17 東京芝浦電気 27工場・ 1研究所譲渡 27工場・ 1研究所譲渡。公取の監視要 49/6/17 27工場・ 1研究所譲渡 50/4/11 53/4/25 51年まで監督＊6
18 日立製作所 19工場譲渡 19工場譲渡。公取の監視要 49/3/18 19工場譲渡 50/4/11 53/4/25 51年まで監督＊6
19 四国配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。四国電力設立 51/5/30 53/5/20
20 東北配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。東北電力設立 51/5/30 53/5/25
21 北陸配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。北陸電力設立 51/5/30 53/5/25
22 中部配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。中部電力設立 51/5/30 53/6/25
23 関西配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。関西電力設立 51/5/30 53/7/20
24 中国配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。中国電力設立 51/5/30 53/7/25
25 北海道配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。北海道電力設立 51/5/30 53/8/26
26 九州配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。九州電力設立 51/5/30 54/5/25
27 日本発送電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。一部資産は新会社（電源開発株式会社）に出資・譲渡 51/5/30 54/6/28





1．日本塩廻送株式会社、 2．富士写真フィルム株式会社、 3．小西六写真工業株式会社、 4．大日本セルロイド株式会社、 5．日本楽器株式会社
2　51年度において
「調査検討した」企業
1．旭硝子株式会社、 2．日本板硝子株式会社、 3．日本光学工業株式会社、 4．野沢石綿株式会社、
9．北海道硫黄株式会社、10．古河電工株式会社、11住友電工株式会社、12．株式会社島津製作所、






5．昭和電工株式会社、 6．電気化学工業株式会社、 7．日本硝子株式会社、 8．東洋高圧工業株式会社、
－ 69 －
資料：”Minutes,” MacArthur Papers, MMA-3, Roll No. 16; 持株会社整理委員会調査部第 2課編『日本財閥とその解体』持株会社整理 委員会、1951年、pp. 346-428; 『公正取引委員会年次報告』昭和24年度－昭和29年度。
表 注：＊ 1：電力10社の事案は、「電気事業再編成令」の実施に伴い、集排法第20条の規定により公益事業委員会が51年 1 月 8 日 付でHCLCから委任され10社の再編成計画を「承認または作成した」（『公正取引委員会年次報告』昭和26年度、p. 32）。＊ 2：集排
法第26条及び他 2法令により、50年 4 月 1 日以降逐次、HCLCと公益事業委員会の職権及び正式書類その他の書類の移管を受けた、 その年月日を示す。＊ 3集排法の手続規則第51条により、公取は決定指令の実施状況を監視しその実施が完了したと認める時、終
結指令を通達したが、その年月日。＊ 4：公取の通常の調査・監視活動として、終結指令が出るまで指定企業は実施状況につき 毎月報告書を提出しなければならなかった（集排法の手続規則第50条）。＊ 5：公取移管前に、HCLCにより終結指令が出された。
＊ 6：東京芝浦と日立だけ、公取移管後、集排法の手続規則第 7 条・第 8 条の適用を受け、「財産処分」等の際に一々公取の許 可が必要であったが、51年 4 月に廃止（同上書、昭和27年度、p. 43。しかし他の形式の「財産処分」規制があったようであり、こ
れは電力10社にも適用されていた。前掲書、昭和28年度、p. 99）。




A．集中排除審査委員会 B．HCLCと公益事業委員会＊1 C．集排指定企業 D．公正取引委員会
勧告の結論 集排法に基づく決定指令の結論 通達日 決定指令に対する各社の対応 公取移管＊2 終結指令＊3 各社への特別な対応＊4
1 日本化薬 他社株譲渡 他社株譲渡。公取の監視要 49/6/4 3 銘柄株式譲渡 50/4/11 49/12/28＊5
2 松竹 独占的慣行の除去を公取が実施 他社株譲渡。公取の監視要 49/8/28 11銘柄株式譲渡 50/4/11 50/3/15＊5
3 東宝 独占的慣行の除去を公取が実施 他社株譲渡。公取の監視要 49/8/28 1 銘柄株式譲渡、他 2銘柄の株式清算 50/4/11 50/3/30＊5
4 東洋製缶 2社分割 2社分割 49/7/8 東洋製缶存続し、北海製缶を分離設立 50/4/11 50/3/30＊5 52年まで再編成後の状況調査
5 王子製紙 3社分割 3社分割 49/1/7 解散。苫小牧・十条・本州製紙の 3社設立 50/4/11 50/7/31 52年まで再編成後の状況調査
6 帝国石油 他社株・一部鉱区譲渡。 他社株譲渡、一部鉱区等譲渡。公取の監視要 49/4/15 17銘柄株式譲渡、一部の採掘区・試掘区譲渡 50/4/11 50/8/21
7 井華鉱業 石炭部門と金属部門とに 2分割 石炭部門と金属部門とに 2分割 49/8/3 井華鉱業（存続）、別子鉱業、別子百貨店、別子建設の 4社に分れる 50/4/11 51/3/10
8 大日本麦酒 2社分割 2社分割 49/1/7 解散。日本麦酒と朝日麦酒の 2社設立 50/4/11 51/3/10 52年まで再編成後の状況調査
9 三菱鉱業 石炭部門と金属部門とに 2分割 石炭部門と金属部門とに 2分割 49/8/28 三菱鉱業存続し、太平鉱業を分離設立 50/4/11 51/3/10
10 三井鉱山 石炭部門と金属部門とに 2分割 石炭部門と金属部門とに 2分割 49/8/28 三井鉱山存続し、神岡鉱業を分離設立 50/4/30 51/4/5
11 北海道酪農協同 3社か 5社かに分割 存続し、分離企業を 1社設立することと資産譲渡 50/1/20 北海道酪農協同が存続し、雪印乳業を分離設立 50/6/30 51/6/27
12 大建産業 繊維部門と商事部門とに 2分割 繊維部門と商事部門とに 2分割 49/4/15 解散。呉羽紡績、伊藤忠、丸紅、尼崎製釘所の 4社設立 50/4/11 51/6/27
13 日本通運 国鉄・私鉄付属の資産の譲渡等 国鉄・私鉄付属の資産の譲渡等 50/1/20 国鉄・私鉄付属の資産の譲渡、111銘柄株式譲渡、船72隻譲渡 50/4/30 51/6/27 50～53年まで調査継続
14 日本製鉄 2社分割 2社分割 48/12/27 解散。八幡・富士製鉄、播磨耐火煉瓦、日鉄汽船の 4社設立 50/4/10 51/7/12
15 帝国繊維 麻 2社、化繊 1社の計 3社に分割 麻 2社、化繊 1社の計 3社に分割 50/1/20 解散。帝国製麻、中央繊維、東邦レーヨンの 3社設立 50/7/30 51/7/12
16 三菱重工業 3社分割 3社分割 49/6/4 解散。東日本・中日本・西日本重工業の 3社設立 50/4/11 52/7/23 52年まで再編成後の状況調査
17 東京芝浦電気 27工場・ 1研究所譲渡 27工場・ 1研究所譲渡。公取の監視要 49/6/17 27工場・ 1研究所譲渡 50/4/11 53/4/25 51年まで監督＊6
18 日立製作所 19工場譲渡 19工場譲渡。公取の監視要 49/3/18 19工場譲渡 50/4/11 53/4/25 51年まで監督＊6
19 四国配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。四国電力設立 51/5/30 53/5/20
20 東北配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。東北電力設立 51/5/30 53/5/25
21 北陸配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。北陸電力設立 51/5/30 53/5/25
22 中部配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。中部電力設立 51/5/30 53/6/25
23 関西配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。関西電力設立 51/5/30 53/7/20
24 中国配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。中国電力設立 51/5/30 53/7/25
25 北海道配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。北海道電力設立 51/5/30 53/8/26
26 九州配電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。九州電力設立 51/5/30 54/5/25
27 日本発送電 電力10社は解散して 7社に再編成 電力10社は解散して 9社に再編成 51/3/31 解散。一部資産は新会社（電源開発株式会社）に出資・譲渡 51/5/30 54/6/28
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107  電力10社に関しては表 1 も参照。日本通運の事案では、ESS反トラスト課は当初、表 1 にあるような会
社の清算を要請する指令案をDRBへ提出したが、その後、GHQの民間運輸局と数度にわたり会合を持ち
（Welsh to Campbell, “Nippon Tsu-un,” 9 April 1949, ESS(F)06551）、また1949年 7 月12日にはDRB、民間運輸
局、持株会社整理委員会との統一会合も持ち（”Log Book”）、結局、ESS反トラスト課は民間運輸局等の
見解を盛り込んだ資産譲渡を決めて、会社清算を取りやめる内容の指令案の改正案をDRBへ送り直して
いる（”Nippon Tsu-un Kabushiki Kaisha, Proposed Order of Reorganization,” ESS(F)06551）。
108  なお松竹と東宝への持株会社整理委員会の決定指令には、DRBの勧告にはないものの、次のように公取
による監視が行われることも規定されていた。「本件に関する正式記録は、監視のためおよび本件に関す
0 0 0 0 0 0 0 0
る事実の認定に記載され又は指摘された独占的慣行又は取引制度の事実をすべて取り除くため














































110 表 1に挙げたGHQ文書や株会社整理委員会調査部第 2課編、前掲書、pp. 422-428を参照。





















































































































メリカ化に関しては、次の文献も参照。Takahiro Ohata and Takafumi Kurosawa, “Policy transfer and its limits: 
authorised cartels in twentieth-century Japan”, Susanna Fellman and Martin Shanahan ed., Regulating Competition: 








Takahiro Ohata and Takafumi Kurosawa, op. cit.
※本稿は、博士論文の未公刊部分を、大幅に加筆・修正したものである。
